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Ⅰ 調査目的等

健全な証券投資の促進と証券市場のさらなる発展のため、わが国における個人の
証券保有実態や証券投資に対する意識等を把握し、今後の証券会社及び本協会の施
策の検討に際しての基礎資料とするもの

①金融商品の保有実態や金融資産への意識、②金融商品の知識（NISAを含む）、
③証券会社、④株式・投資信託・公社債への投資実態

調査対象 全国20歳以上の男女個人

標本数 7,000人

調査方法 訪問留置法

調査時期 平成27年６月19日～７月16日
（前回 平成24年10月19日～11月６日）

１．調査目的

２．調査方法

３．調査内容
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Ⅰ 調査目的等
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〔参考〕前回調査時からの証券投資環境の変化
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外国為替(米ドル/円)（右軸）

(円) (円)

12月26日、第２次安倍内閣発足
10,230円

11月14日、野田首相（当
時）、解散示唆 8,664円

４月１日、消費税増税（５
→８％） 14,791円

４月４日、日銀、「量的・質的金融
緩和」を導入 12,634円

１月１日、ＮＩＳＡ制度開始
15,908円

10月31日、日銀、「量的・質的金
融緩和」を拡大 16,413円

前回調査

今回調査

４．調査結果概要（ポイント）
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Ⅰ 調査目的等
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４．調査結果概要（ポイント）

○ 金融商品別保有率は、依然として「預貯金」が91.9％と圧倒的に高い。〔⇒ ６頁〕

○ 証券投資の必要性については、「必要だと思う」の23.7％に対し、「必要とは思わな
い」が75.8％と回答者の４分の３を占める。〔⇒ 16頁〕

○ こうしたなか、有価証券保有率を時系列で見ると、昨今の株式相場の上昇等によ
り、「株式」及び「投資信託」の保有率は上昇に転じている。〔⇒ ８頁〕

○ 「株式・投資信託・公社債の購入意向」を前回調査比で見ると、「今後１年以内に購
入したい」及び「時期は未定だが購入してみたい」が上昇している。〔⇒ 13頁〕

○ 「証券投資のイメージ」を前回調査比で見ると、「資産運用の一環」、「経済・金融の
知識が身につく」等のプラス・イメージが上昇する一方、「難しい」、「お金持ちがやるも
の」等のマイナス・イメージが低下している。〔⇒ 24頁〕

○ 「NISAの認知度」を見ると、「聞いたことがある」までを含めれば51.4％と過半を占め
る。ただし、そのうち「口座開設意向なし」及び「興味はない」が併せて34.5％を占め
る。〔⇒ 18頁〕
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Ⅱ 調査結果概要
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預貯金

信託
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投資信託
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N=7,000
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Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等

（１）金融商品別保有率

○ 「預貯金」が圧倒的に高い。

（複数回答）
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（２）金融商品保有額分布

○ 「100～300万円未満」が最も高い。
○ 個人年収別にみると、年収700万円未満の層で、金融商品保有額「100～300万円未満」が最も高い。

10万円未満（9.9％）

10～50万円未満

(13.4％）

50～100万円未満

(11.5％)

100～300万円未満

（19.1％）

300～500万円未満

（13.0％）

500～1000万円未満

（12.9％）

1000～3000万円未

満（10.1％）

3000～5000万円未

満（1.7％）

5000万円以上

(1.0％）

無回答(7.5％）

N=6,471

Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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（３）有価証券保有率

○ 公社債の保有率は低下が続いているものの、株式及び投資信託の保有率は上昇に転じている。

（注）2003年以前は世帯、2006年以降は個人の保有率。
本設問には無回答者が存在するため、６頁記載の有価証券保有率とは必ずしも一致しない。
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Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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（３）有価証券保有率（地域別）

○ 株式の保有率は、阪神、京浜、近畿、東海などが高く、北海道、東北、九州、沖縄などが低い。
○ 投資信託は、中国、北陸の高さが目立つ。公社債は、全体に低い。
○ 前回調査との比較でみると、全体として東北、近畿、中国が上昇する一方、北海道、四国、九州が低下した。
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Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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○ 「100～300万円未満」が最も高い。
○ 全体としては、前回調査から分布に大きな変化はない。

（４）有価証券保有額分布

Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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○ 「将来・老後の生活資金」が最も高い。

（５）金融商品保有目的

66.2

28.3

4.2

2.9

21.5

39.3

3.5

1.7

12.6

0.6

0 10 20 30 40 50 60 70

将来・老後の生活資金

子供や孫の教育資金

住宅の取得

結婚費用の捻出

レジャー費用の捻出

将来の不測の事態への備え

現金の盗難対策

その他

特に目的はない

無回答

(%)

（複数回答）

N=6,471

Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved. 12

○ 「いつでも出し入れができる」、「元金が安全」が高い。
○ 前回調査から大きな変化はない。

（６）金融商品の重視点

（複数回答）

26.6 

50.1 

44.8 

9.0 

3.7 

14.4 

4.9 

0.8 

22.0 

0.8 

26.0

49.6

42.0

9.3

4.4

12.3

5.7

0.4

20.8

0.9

0 10 20 30 40 50 60

利回りが良い

いつでも出し入れができる

元金が安全

値上がりが期待できる

税金面で有利になる

各種料金の自動引落に利用できる

インターネットで取引できる

その他

特に重視していることはない

無回答

平成24年度（N=6,501）

平成27年度（N=6,471）

(%)

Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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○ 株式、投資信託、公社債ともに、「今のところ購入するつもりはない」が大宗を占めるが、「今後1年以内に購入した
い」、 「時期は未定だが購入してみたい」が上昇した。

（７）株式・投信・公社債の購入意向
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Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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（７）株式・投信の購入意向（個人年収別）

（注） 比率は、「今後１年以内に購入したい」及び「時期は未定だが購入してみたい」の合計

株式 投信

Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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○ 個人年収別にみると、年収が高い層ほど、金融商品の購入意欲が高まっている。
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○ 「預貯金」、「公社債」を除く金融商品については、保有率より高い比率となっている。

（８）興味を持っている金融商品

58.1

2.9

16.6

10.6

3.6

0.6

0.7

0.4

33.8

0.5

0 10 20 30 40 50 60 70

預貯金

信託

株式

投資信託

公社債

有価証券関連デリバティブ商品

有価証券関連以外デリバティブ商品

その他

興味を持っている商品はない

無回答

(%)

（複数回答）
N=7,000

Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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38.0

33.3

21.8

38.5

2.8

25.2

0.5

0 20 40 60 80

損する可能性がある

リスクを取りたくない

ギャンブルのようなもの

金融や投資に関する知識持っていない

その他

特に理由はない

無回答

必要だ

と思う
23.7%

必要と

は思わ

ない
75.8%

無回答
0.5%

16

○ 証券投資が必要だと思う理由は、「預貯金だけで十分利息を期待できない」が最も高い。

○ 証券投資が必要とは思わない理由は、「金融や投資に関する知識を持っていない」、「損する可能性がある」の順に
高い比率となっている。

（９）証券投資の必要性

43.8

26.2

66.4

11.3

2.4

4.9

0 20 40 60 80

将来の生活資金として準備できる

現在の保有額では将来の生活に不安

預貯金だけで十分利息を期待できない

将来のインフレに備えることができる

その他

特に理由はない

（複数回答）

(%)

（複数回答）

(%)

N=7,000

N=1,657

N=5,380

Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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16.4

17.7

26.0

31.3

33.7

34.4

44.1

53.5

83.1

81.7

73.6

68.4

65.9

65.0

55.9

46.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100万円未満

100～200万円未満

200～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～700万円未満

700～1000万円未満

1000万円以上

必要だと思う 必要とは思わない

（９）証券投資の必要性（個人年収別）

N=7,000

○ 年収が高いほど、「必要だと思う」が高い。

Ⅱ-１ 金融商品の保有実態等
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Ⅱ-２ 少額投資非課税制度（NISA）

（１）NISA認知状況

18

○ ＮＩＳＡの認知度は、「聞いたことがある」までを含めれば51.4％と過半を占める。ただし、そのうち「口座開設意向な
し」及び「興味はない」が併せて34.5％を占める。

○ 口座開設済は9.5%。 「口座開設意向あり」及び「興味がある」は併せて7.4％。

ＮＩＳＡ口座開設済、

投資あり（5.6％）

ＮＩＳＡ口座開設済、

投資なし（3.9％）

内容理解済、今後ＮＩ

ＳＡ口座開設したい

（1.8％）

内容理解済、ＮＩＳＡ

口座開設意向なし

（6.1％）
ＮＩＳＡ聞いたことがあ

り、興味がある

（5.6％）

ＮＩＳＡ聞いたことはあ

るが、興味はない

（28.4％）

知らない（48.3％）

無回答（0.3％）

N=7,000

51.4％
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Ⅱ-２ 少額投資非課税制度（NISA）

（２）NISAを知ったきっかけ

19

（複数回答）

○ 「テレビの報道等」（69.3％）、「新聞記事・広告」（26.6％）、「証券会社等での説明」（21.3％）が高い。

○ 年齢層別にみると、「テレビ」や「インターネット」は若年齢層ほど高く、「新聞」や「証券会社等での説明」は高年齢者
層ほど高い。

69.3

5.8

26.6

7.2

11.3

21.3

8.5

9.4

1.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

テレビの報道・情報番組で見た

ラジオの報道・情報番組で聞いた

新聞記事・広告で読んだ

雑誌記事・広告で読んだ

インターネットで見た

証券会社等の窓口、営業員からの説明

証券会社等の店舗のポスターを見た

家族、親戚、友人、知人から聞いた

その他

(%)

N=3,598
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Ⅱ-２ 少額投資非課税制度（NISA）

（３）NISA口座開設後、投資しない理由

20

（複数回答）

○ 「投資資金の未確保」（25.5％）、「投資商品を見極めている」（21.9％）、「投資時期を見極めている」（18.2％）が
高い。

18.2

21.9

25.5

11.7

6.9

6.6

5.5

2.9

4.7

17.9

8.8

9.9

0 5 10 15 20 25 30

市場動向で投資時期を見極めている

投資商品を見極めている

投資する資金が確保できなかった

口座開設手続の間に意欲なくなった

営業員からの勧誘がなかった

非課税投資額が少額である

投資商品売却しても損益通算不可

投資商品売却しても再投資利用不可

銀行で口座開設したが株式投資を検討

投資の方法が良く分からない

口座開設キャンペーンの景品が目的

その他

(%)

N=274
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Ⅱ-２ 少額投資非課税制度（NISA）

（４）NISAに興味がない理由

21

（複数回答）

○ 「証券投資をするつもりがない」、「ＮＩＳＡについて良く分からない」が高い。

○ 個人年収別にみると、年収が高い層ほど、「証券投資をするつもりがない」、「ＮＩＳＡについて良く分からない」が低い
傾向がある。

43.0

9.7

3.4

3.0

1.5

5.5

4.7

0.0

57.8

2.8

0 20 40 60 80

NISAについて良く分からない

NISA口座の開設手続が面倒

NISAの非課税投資額が少額である

投資商品売却しても損益通算不可

投資商品売却しても再投資利用不可

NISA口座と他口座の二重管理が面倒

NISAは自身の投資スタンスに合わない

ラップ口座を利用している

証券投資をするつもりがない

その他

(%)

N=2,413
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Ⅱ-３ 金融商品の知識

（１）習得したい証券投資知識

○ 「知識は必要ない」が上昇し、過半を占めたほか、「証券税制の仕組み」が微増。
○ 年齢層別に見ると、60歳代までは比較的習得意欲が高い。また、「わからない」は若年齢層ほど、「知識は必要な
い」は高年齢層ほどそれぞれ高い。

25.8

15.4

11.1

6.3

16.3

12.3

0.5

16.8

46.3

22.4

11.6

11.7

5.5

12.8

9.0

0.3

15.5

50.7

0 10 20 30 40 50 60

個別の証券の仕組みやリスク

証券取引の始め方

証券税制の仕組み

経済における証券市場の役割

経済全般

個別企業を分析する

その他

わからない

知識は必要ない

平成24年度（N=7,000)

平成27年度（N=7,000)

（複数回答）

(%)
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Ⅱ-３ 金融商品の知識

（２）証券投資教育受講の有無

○ 「受けたことがある」及び「受けたと思うが、あまり覚えていない」との回答比率がやや上昇。
○ 個人年収別に見ると、年収が多い層ほど証券投資教育を受けている傾向がある。

4.0
10.8

85.1

6.6
11.2

82.1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

受けたことがある 受けたと思うが、

あまり覚えていない

受けていない

平成24年度（N=7,000)

平成27年度（N=7,000)

(%)
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34.7

10.1

17.6

2.4

38.8

32.5

35.0

31.6

12.4

3.6

43.5

13.5

18.0

2.1

36.2

29.5

27.6

28.0

10.1

2.2

0 10 20 30 40 50

資産運用の一環

将来の生活資金の蓄えに役立つ

経済・金融の知識が身につく

社会貢献に役立つ

難しい

お金持ちがやるもの

ギャンブルのようなもの

なんとなく怖い

しつこく勧誘される

その他
平成24年度（N=7,000)
平成27年度（N=7,000)

(%)

プ
ラ
ス

マ
イ
ナ
ス

24

Ⅱ-３ 金融商品の知識

（３）証券投資のイメージ

（複数回答）

○ 「資産運用の一環」、「経済・金融の知識が身につく」等のプラス・イメージが上昇する一方、「難しい」、「お金持ちが
やるもの」等のマイナス・イメージが低下。
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（３）証券投資のイメージ（個人年収別）

0 10 20 30 40 50 60 70

資産運用の一環

将来の生活資金の蓄えに役…

経済・金融の知識が身につく

社会貢献に役立つ

難しい

お金持ちがやるもの

ギャンブルのようなもの

なんとなく怖い

しつこく勧誘される

(%)

100万円未満

100～200万円未満

200～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～700万円未満

700～1000万円未満

1000万円以上

N=7,000 （複数回答）

25

Ⅱ-３ 金融商品の知識

○ 個人年収別に見ると、年収が多い層ほどプラス・イメージが高く、マイナス・イメージが低くなる傾向がある。

プ
ラ
ス

マ
イ
ナ
ス
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43.5

27.9

52.7

12.8

15.1

26.3

32.7

5.2

0 10 20 30 40 50 60

不公正な取引などへの厳格な対応

高齢者などへの適切な勧誘ルール

悪質な業者・営業員の排除

上場企業に対するチェック機能の強化

最低限の金融リテラシー習得支援

金融商品の無料相談窓口の提供

購入後のアフターケア

その他

N=7,000

(%)

26

Ⅱ-３ 金融商品の知識

（４）安心して証券投資を行ううえで強化すべき点

（複数回答）
○ 「悪質な業者・営業員の排除」、「不公正な取引などへの厳格な対応」が高い。
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１.章タイトル入力エリア

27

Ⅱ-３ 金融商品の知識

（５）証券関係機関の認知状況

5.1

1.4

3.9

15.8

1.1

33.5

10.9

31.0

58.0

9.2

60.6

86.6

64.2

25.8

88.8

0.7

1.1

0.9

0.5

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

証券取引等監視委員会

日本投資者保護基金

日本証券業協会

東京証券取引所

証券・金融商品あっせん相談センター

業務内容を含め知っている 名前を知っている程度 知らない 無回答

N=7,000

○ 「東京証券取引所」、「証券取引等監視委員会」の順に認知度が高い。



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved. 28

Ⅱ-４ 証券会社

（１）証券会社の業務等に関する認知状況

○ 「売買注文の取次ぎ」の認知度は過半を超えているものの、「知っていることはない」も高い。
○ 他方、「分別管理」、「自己資本規制比率」、「検査」が低い。

（複数回答）

53.9

28.6

30.6

8.6

26.8

6.8

3.7

7.9

34.4

0.3

0 10 20 30 40 50 60

顧客株式等の売買注文の取次ぎ

自ら株式などの売買を行っている

公社債や投資信託を販売

企業の資金調達円滑化の支援

投資セミナーを開催

顧客資産と自社固有資産の分別管理

自己資本規制比率を維持

行政や自主規制機関の検査

上記の中で知っていることはない

無回答

(%)

N=7,000
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Ⅱ-４ 証券会社

（２）証券会社のイメージ

○ 「積極的である」、「経済情報を発信している」等のプラス・イメージが上昇。

○ 一方、「勧誘がしつこい」、「あまり信頼できない」といったマイナス・イメージが低下する中で、「敷居が高い」は上
昇。

（複数回答）

8.0 

3.2 

2.8 

2.5 

21.6 

1.5 

17.2 

33.5 

39.9 

10.2 

2.1 

11.3

3.5

3.9

4.3

27.5

2.0

14.6

41.1

31.4

6.8

1.8

0 10 20 30 40 50

積極的である

身近である

信頼できる

社会の役に立つ

経済情報を発信している

将来性がある

勧誘がしつこい

敷居が高い

あまり信頼できない

その他

無回答

平成24年度（N=7,000）

平成27年度（N=7,000）

(%)
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Ⅱ-４ 証券会社

（３）証券会社との取引状況

○ 「これまでに取引したことがない」が大多数を占めており、大きな変化はない。

11.2

7.2

81.5

0.1

12.5

7.6

79.5

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

現在取引している

以前取引していたが、現在していない

これまでに取引したことがない

無回答

平成24年度（N=7,000）
平成27年度（N=7,000）

(%)
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Ⅱ-４ 証券会社

（４）証券会社との主な取引方法

○ 「インターネット」が上昇。

○ 年齢層別に見ると、若年齢層では「インターネット」の比率が高く、「50～54歳」を分岐点に高年齢層ほど「対面・電
話」の比率が高くなっていく。

○ 「その他」は、具体的には「営業員の自宅訪問」等との回答であり、前回調査時においては「店頭営業員との対面、
店舗等への電話」とされていた回答が、「その他」に分散したと見られる。

68.1

30.3

1.5

58.1

33.9

6.6

1.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

店頭営業員との対面、店舗等への電話

インターネット（モバイルサイト含）

その他

無回答

平成24年度（N＝781）

平成27年度（N＝874）

(%)

（注） 「その他」は、今回調査分から追加した選択肢。
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Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（１）株式の認知度

32

（複数回答）

○ 「株式会社が事業資金調達のために発行」や「株主は株主優待や配当金を受け取れる」といった基本事項は高いも
のの、「上記の中で知っていることはない」も４分の１を超える。

49.1

67.7

9.1

12.2

4.8

14.7

26.7

0.6

0 10 20 30 40 50 60 70

株式会社が事業資金調達のために発行

株主は株主優待や配当金を受け取れる

経営状態や資産価値を測る指標がある

株式累積投資等少額投資方法もある

ＧＰＩＦが株式割合引上げを公表

日本郵政株式が東証に上場予定

上記の中で知っていることはない

無回答

(%)

N=7,000
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Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（２）投資信託の認知度

33

（複数回答）

○ 「上記の中で知っていることはない」が過半数を超えており、株式や公社債よりも認知度が低い。

39.7

12.4

6.2

11.8

6.5

1.1

1.9

56.5

0.8

0 10 20 30 40 50 60 70

専門家が投資・運用するもの

公社債投資信託と株式投資信託がある

上場株式と同様の上場投資信託がある

分散投資でリスクを減らすことが可能

定時定額積立の累積投資方法もある

「運用報告書」の記載事項を見直し

累積損益の定期通知制度が導入

上記の中で知っていることはない

無回答

(%)

N=7,000



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（３）公社債の認知度

34

（複数回答）

○ 「上記の中で知っていることはない」が、株式より高いが投資信託より低い。

46.4

18.2

7.5

18.7

4.1

1.3

49.5

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70

国債、地方債、社債などがある

保有時、利子・元本が償還される

元利金支払いの確実性格付けがある

国債には、個人向け国債がある

10年物国債利回りが過去最低を更新

公社債等の課税方式が見直された

上記の中で知っていることはない

無回答

(%)

N=7,000
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Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（４）株式購入理由

35

（複数回答）

○ 「配当がもらえる」と「株主優待が受けられる」の伸びが大きい。

30.6

32.4

42.2

26.7

8.8

25.4

6.5

0.7

33.1

33.7

48.4

31.2

12.2

1.2

23.2

2.8

1.4

5.5

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70

短期の値上がり益を期待して

長期にわたっての資産運用

配当がもらえる

株主優待が受けられる

その企業を応援できる

株主総会で意見や質問ができる

従業員または役員持株会に加入した

NISAで資産形成の開始

株式投資に関する指標に魅力を感じた

その他

無回答

平成24年度（N=1,359）

平成27年度（N=1,447）

(%)

（注） 「株主総会で意見や質問ができる」、「ＮＩＳＡで資産形成を開始」、「株式投資に関する指標に魅力を感じた」は、今回調査分から追加
した選択肢。
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Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（５）投資信託購入理由

36

（複数回答）

○ 「定期的に分配金が受け取れる」、「長期にわたっての資産運用として」の回答比率が上昇した。

○ 「NISAで資産形成の開始」は、株式購入理由の回答比率よりも高い。

43.2 

41.0 

39.8 

15.7 

23.0 

13.4 

1.6 

9.1 

20.5 

6.7 

0.7 

18.3

47.1

49.1

15.3

27.6

15.6

2.0

8.6

23.6

5.9

5.0

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70

短期の値上がりを期待して

長期にわたっての資産運用として

定期的に分配金が受け取れる

積立て投資ができる

比較的少額でも買える

分散投資ができる

投資信託購入を通じ社会貢献できる

専門家の運用に期待できる

株式に比べて安心なイメージ

NISAで資産形成の開始

その他

無回答

平成24年度（N=849）
平成27年度（N=916）

(%)

（注１） 「ＮＩＳＡで資産形成の開始」は今回調査分から追加した選択肢。
（注２） 「短期の値上がりを期待して」は、前回は「値上がりを期待して」という選択肢だった。



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（６）公社債購入理由

37

（複数回答）

○ 「預貯金に比べて利回りが有利」、「比較的安全」が高い。

67.0 

64.9 

12.9 

11.0 

23.6 

7.4 

14.0 

5.1 

0.7 

64.4

66.1

16.5

10.2

25.5

4.7

8.2

2.0

4.5

0.5

0 10 20 30 40 50 60 70

預貯金に比べて利回りが有利

比較的安全

利息が途中で変わらない

比較的換金しやすい

手頃な金額でできる

公社債の購入を通じ社会貢献ができる

償還期間が手頃

抽選などでプレゼントがもらえる

その他

無回答

平成24年度（N=564）

平成27年度（N=599）

(%)

（注） 「抽選などでプレゼントがもらえる」は、今回調査分から追加した選択肢。
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Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（７）株式非購入理由

38

（複数回答）

○ 「購入しない理由を考えたことがない」が最も高く、「ギャンブルのようなもの」、「十分な知識をまだ持っていない」の
順に続く。

1.9

22.5

14.4

10.6

18.7

25.8

0.4

1.8

6.3

16.6

25.7

2.0

43.2

0.2

0 10 20 30 40 50 60 70

配当が少なく利回りが低い

値下がりの危険がある

株価の動きなどに神経を使うのが嫌

購入手続きが煩雑そう

必要な資金が準備できなかった

十分な知識をまだ持っていない

職場の株式売買ルールが厳しい

証券会社や担当者が信用できない

株式市場に良いイメージがなかった

損したという人の話を聞いた

ギャンブルのようなもの

その他

購入しない理由を考えたことがない

無回答
N=5,528

(%)

（注） 前回調査と選択肢を大きく変更したので、今回調査分のみ掲載。
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Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（８）投資信託非購入理由

39

（複数回答）

○ 「購入しない理由を考えたことがない」が最も高く、「十分な知識をまだ持っていない」、「ギャンブルのようなもの」の
順に続く。

2.0

15.0

7.1

6.3

12.2

5.8

17.9

2.0

8.0

15.4

2.0

57.0

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70

分配金が少ない

値下がりの危険がある

投資信託の値動きに神経を使うのが嫌

購入手続きが煩雑そう

必要な資金が準備できなかった

商品の仕組みが複雑

十分な知識をまだ持っていない

証券会社や金融担当者が信用できない

損したという人の話を聞いた

ギャンブルのようなもの

その他

購入しない理由を考えたことがない

無回答

(%)

N=6,057

（注） 前回調査と選択肢を大きく変更したので、今回調査分のみ掲載。
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Ⅱ-５ 株式・投資信託・公社債

（９）公社債非購入理由

40

（複数回答）

○ 「購入しない理由を考えたことがない」が最も高く、「十分な知識をまだ持っていない」、「必要な資金が準備できな
かった」の順に続く。

5.8

7.8

5.0

5.8

11.6

3.8

15.4

1.2

3.7

8.8

1.9

62.7

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70

利回りが低い

値下がりの危険がある

公社債の値動きに神経を使うのが嫌

購入手続きが煩雑そう

必要な資金が準備できなかった

商品の仕組みが複雑

十分な知識をまだ持っていない

証券会社等の担当者が信用できない

損したという人の話を聞いた

ギャンブルのようなもの

その他

購入しない理由を考えたことがない

無回答

(%)

N=6,394
（注） 前回調査と選択肢を大きく変更したので、今回調査分のみ掲載。
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平成27年11月

証券投資に関する全国調査
（調査結果概要）

END

日本証券業協会

41


